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⑺ Sadler（2011）§12 Rdnr. 64, App/Wettlaufer（2011）§35 Rdnr. 12. なお，封印は
州建築法上の独自の強制手段であり，州行政執行法の手続規定（特に「戒告」）は適
用されないとする解釈も有力である（Engelhardt/App（2011）§9 Rdnr. 2, Fin-
kelnburg/Ortloff（2005）S. 189-190, Hoppe/Bönker/Grotefels（2010）§16 Rdnr.
103, Lemke（1997）S. 266）。
⑻ Oberverwaltungsgericht Lüneburg, Beschluß vom 27. 9. 1983 -6 B 87/83-,
Baurechtssammlung 40, 488 =Niedersächsische Rechtspflege 1984, 48 ; Hessischer
Verwaltungsgerichtshof, Beschluß vom 17. 5. 1984 -3 TH 971/84-, Baurecht 1985,
306 =Baurechtssammlung 42, 505 ; einschränkend Verwaltungsgerichtshof Baden-



































































































2011 年の戒告件数 49 件（うち，屋外広告物に係る件数 ５件）
2012年 〃 88 件（同上 13 件）
2013年 〃 62 件（同上 ６件）
②最近３年間（2011∼2013）の賦課決定の総件数 35件






































































































また，州建築法 73 条 2-3 項は，いずれも「∼するものとする（sollen）」とし
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⑿ Otto（2012）§73 Rdnr. 10, Oberverwaltungsgericht Brandenburg, Bescluß vom
22. 02. 2002 -3 B 374/01-, Verwaltungsgericht Frankfurt (Oder) Urteil vom 06. 04.






















































































































2011 年の聴聞実施件数 38 件（うち，屋外広告物に係る件数 ３件）
2012年の聴聞実施件数 39 件

















 Lemke/Mosbacher (2005)§55 Rdnr. 2, Göhler/Gürtler/Seitz (2009)§55 Rdnr.
1.


























 Göhler/Gürtler/Seitz (2012)§17 Rdnr. 37, Lemke/Mosbacher (2005)§17 Rdnr.
32, Drathjer (1997) S. 62-63, Sannwald (1986) S. 84. ドイツの判例・学説によれば，
この違法取得利益には，現存する金銭のみならず，競争相手に対しての市場におけ
る地位の向上，必要コストの節減，あるいは将来的な利益獲得の確実な見込みなど
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１．代執行戒告書（2013 年５月 28 日付け）
















設工事の中止命令が口頭により発せられ，2011 年 11月 10日には同命令が文書
により通告された。
2011 年 11月 11日に当該工事中止命令に対して異議申立て（Widerspruch）
がなされたが，2011 年 12 月１日の決定により棄却された。
さらに名宛人は，2011 年 11月 10日付けの当該工事中止命令及び 2011 年 12
月１日付けの異議申立決定に対して，2012年１月３日にポツダム行政裁判所に















































































































































































































































































































































２．過料決定の事例（2013 年１月 25 日付け：前掲１．の事案）
独立手続による過料決定











2011 年 11月 22日付けポ市建築監督局作成の調査報告文書
1987 年２月 19日に公布され，2004年 12 月９日の聴聞処罰法により最終改
正された秩序違反法 35条及び 65条並びに 2008年９月 17日に公布され，2010







a）秩序違反法 107条１項の規定による本決定につき 手数料として 50 ユーロ



































































































































































































































































































































































































































10∼ （略） （略） （略） （略）
＊
筆者注：上掲表中の「影響が軽微なもの」「影響が平均的なもの」及び「影響が重大な
もの」の区分については，別に建物などの建築施設の種類ごとの規模による基準表が
ある。
